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債権放棄の報告について 

 

債権所管課：住宅政策課 

 

令和７年度加古川市債権管理条例に基づく債権放棄一覧 

債権の名称 件数 人数 金額 放棄日及び適用条項 

公営住宅使用料 120 件 2 人 1,388,700 円 

令和８年３月 18 日 

条例第 10 条第４号 

（時効経過） 

市営住宅明渡し損害金 3 件 3 人 1,040,150 円 

令和８年３月 18 日 

条例第 10 条第４号 

（時効経過） 

合計 123 件 5 人 2,428,850 円   

（放棄債権の概要） 

公営住宅使用料 

    発生年度          平成 12 年度～平成 18 年度 

    最高金額          800,700 円／人 

時効期間          10 年（民法第 169 条第１項（判決で確定した権利）） 

    時効完成年        平成 29 年 

市営住宅明渡し損害金 

    発生年度          平成 15 年度・平成 19 年度 

    最高金額          395,550 円／人 

    時効期間          10 年（民法第 169 条第１項（判決で確定した権利）） 

    時効完成年        平成 25 年・平成 29 年度 

令 和 ８ 年 ８ 月 2 1 日 

産 業 環 境 常 任 委 員 会 

都市計画部住宅政策課 
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◎参 考 

 

加 古 川 市 債 権 管 理 条 例 抜 す い 

 

 （債権の放棄） 

第10条 債権管理者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、非強制徴収債権及び

当該債権の履行の遅滞に係る損害賠償金その他の徴収金を放棄することができる。 

 (１) ･････････････････････（省  略） 

 (２)  ･････････････････････（省  略） 

 (３)  ･････････････････････（省  略） 

 (４) 私債権の消滅時効の期間が経過したとき（債務者が時効を援用しない特別の理

由があるときを除く。）。 

 (５)  ･････････････････････（省  略） 

 (６)  ･････････････････････（省  略） 

 （議会への報告） 

第11条 債権管理者が前条の規定により債権を放棄したときは、市長は、これを議会

に報告しなければならない。 


